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令和７年度阿賀野市結婚新生活支援事業ご利用の手引き 

 
１．概要 

結婚に伴う新生活に係る費用を支援するため、新婚世帯の住宅取得やリフォーム、賃借、引越し

に係る費用に対し、予算の範囲内において補助金を交付します。 

 

２．補助対象者 

以下の①～⑥すべてを満たす世帯が対象です。 

① 令和７年１月１日から令和８年２月２７日までに婚姻届を提出し受理された世帯※１ 

② 夫婦双方の婚姻時年齢が３９歳以下であること。 

③ 夫婦の年間合計所得金額が５００万円未満であること。※２ 

④ 夫婦双方が阿賀野市に住民登録を有し、かつ、補助金の交付を受けた日より２年以上継続し

て市内に居住する意思があること。※３ 

⑤ 夫婦の双方が市税を滞納していないこと。市外から転入している場合においては、転入前

の市町村税についても滞納がないこと。 

⑥ 夫婦の双方又は一方が、過去にこの制度に基づく補助金の交付を受けたことがないこと。 

※１ 令和８年２月２８日以降に婚姻届を提出する予定の方は、別途ご相談ください。 

※２ 夫婦の双方又は一方が、貸与型奨学金の返済を現に行っている場合は、所得（課税）証明書

の期間と同一期間に返済した貸与型奨学金の返済額を控除します。 

※３ 住民登録の住所が申請に係る所在地であることを住民票の住所で確認します。ただし、住宅

建設中などの理由により住民票を申請に係る住所に登録できない場合はこの限りではありませ

ん。 

 

３．補助対象経費 

  令和７年４月１日から令和８年２月２７日の間に支払った以下の経費とします。 

対象経費 具体例 

住居費（購入）※４ 
・結婚に伴い取得した住宅の購入費（新築・中古） 

・工事請負費（新築のみ） 

住居費（リフォーム）※５ ・修繕、増築、改築、設備更新等 

住居費（賃借）※６ 

・賃借住宅の家賃（最大３か月分）※７ 

・敷金、礼金 

・共益費 

・仲介手数料 

新居への引越費用 業者を使った引越費用（個人への謝礼は除く） 

住宅取得・リフォーム費用を対象経費として申請する場合において、以下の市の補助事業の交付

を受けているときは、当該補助事業の対象経費にかかる経費を申請することはできません。 

・虹の架け橋住宅取得支援事業 ・住宅リフォーム支援事業・空き家リフォーム支援事業 

※４ ・土地の購入費は対象外です。 
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・国の補助制度を受けている場合、申請できない場合があります。 

・支払方法が、ローン返済の場合、土地取得費用・利息・手数料分は対象となりません。 

※５ ・車庫、倉庫に係る工事費用、門、フェンス、植栽等の外構に係る工事費用、エアコン、 

洗濯機等の家電購入・設置に係る費用は対象外です。 

     ・国の補助制度を受けている場合、申請できない場合があります。 

・支払方法が、ローン返済の場合、土地取得費用・利息・手数料分は対象となりません。 

※６ 契約名義人が夫婦以外（夫婦の親等）の場合は、対象外です。 

※７ ・勤務先等から住宅手当が支給されている場合は、住宅手当分は補助金の対象になりませ

ん。 

 ・婚姻前からの同居や、婚姻前に夫婦一方が居住していた住宅については、婚姻による同居

開始日以降の賃借料及び引越費用に補助を行います。 

 

４．補助金額 

① 夫婦共に婚姻日における年齢が２９歳以下で、対象経費が住宅取得・リフォーム費用の場

合…１世帯あたり６０万円（上限） 

② 夫婦共に婚姻日における年齢が３９歳以下…１世帯あたり３０万円（上限） 

※実支出額が上限に満たない場合は実支出額（１，０００円未満切り捨て） 

 

５．申請方法 

申請から振込までの流れは以下のとおりです。 

交付申請 →（交付決定）→ 実績報告・請求 →（補助金の額の確定）→（振込） 

 

① 交付申請 

要件に該当するか確認し、以下の書類を市役所２階企画財政課企画係まで提出してください。 

No. 必要書類 備考 区分 

1 交付申請書（様式第１号）  

必須提出書類 

２ 内訳計算書  

３ 
婚姻届受理証明書又は 

戸籍謄本の写し（１通） 

令和７年１月1日から令和８年２月２７日までの間に

婚姻したことが確認できるもの 

４ 住民票の写し（１通） 
夫婦双方の世帯主・続柄が記載され、同一世帯である

ことを確認できるもの 

５ 
夫婦双方の所得（課税）

証明書 

４月から６月までに申請する場合：令和６年度課税分 

（令和５年分の所得） 

７月から３月までに申請する場合：令和７年度課税分 

（令和６年分の所得） 
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６ 夫婦双方の納税証明書 市区町村長が発行する令和６年度の納税証明書 

必須提出書類 

７ 
同意書兼誓約書 

（様式第２号） 
 

８ 
住宅の売買契約書または

請負契約書の写し 

契約日、金額、買主・売主双方の捺印を確認できるも

の 
住宅取得 

９ 
住宅のリフォームに係る

見積書等 
 リフォーム費用 

10 住宅賃貸借契約書の写し 家賃や初期費用の内訳が確認できるもの 
住宅費 

（賃借） 

11 引越費用に係る見積書等  引越費用 

12 貸与型奨学金返済証明書 貸与型奨学金の返済が確認できるもの 該当した場合 

 

あ必須提出書類  

・ 各種証明書については、それぞれ発行手数料がかかります。 

（参考）阿賀野市で全ての証明書等を用意できる場合は、手数料 1,950 円です。 

（戸籍謄本 450 円＋住民票謄本 300 円＋（所得課税証明書 300 円×2人分）＋（納税証明

書 300 円×2人分） 

・ 所得（課税）証明書は、申請月によって発行先の市区町村と証明書の年度が異なります。 

【４月～６月に申請する場合】 

令和６年１月１日時点で住民登録のあった市町村から令和６年度課税分の証明書を発行。 

【７月～３月に申請する場合】 

令和７年１月１日時点で住民登録のあった市町村から令和７年度課税分の証明書を発行。 

・ 納税証明書は、令和６年１月１日時点で住民登録のあった市町村から令和６年度の納税証

明書を発行してください。 

 

あ住宅取得提出書類  

契約日、金額、買主・売主双方の捺印を確認します。婚姻日前に住宅を取得した場合は、婚姻を

機として取得した住宅であって、その取得日が婚姻日から起算して１年以内であることが条件とな

ります。 

 

あリフォーム費用提出書類  

対象外となる費用が含まれていないかの確認が必要となります。婚姻日前にリフォームした場合

は、婚姻を機としてリフォームした住宅であって、そのリフォーム日が婚姻日から起算して１年以

内であることが条件となります。 
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あ宅賃借費用提出書類  

住宅の賃借契約書は、原本をコピーしてお持ちください。初期費用（敷金、礼金、仲介手数

料等）について契約書に金額の記載がない場合は、重要事項説明書や請求書等、初期費用分の

金額が分かる書類の写しを別途添付してください。婚姻日前に賃借した住宅の場合は、婚姻を機

として賃借した住宅であって、その賃借日が婚姻日から起算して１年以内であることが条件となり

ます。 

 

あ引越費用提出書類  

   対象外となる不用品の処分や家電設備工事費用等が含まれていないかの確認が必要となりま

す。婚姻日前に引越しした場合は、婚姻を機とした引越しであって、その引越日が婚姻日から起算

して１年以内であることが条件となります。 

 

② 実績報告・請求 

対象経費の支払いが完了したら、以下の書類を市役所２階企画財政課企画係まで提出してく

ださい。 

No. 必要書類 備考 区分 

1 住居費に係る領収書等 住居費に係る支払いが確認できるもの 
住宅取得・リフォー

ム費用・賃借費用 

２ 引越費用に係る領収書等 引越業者等への支払いが確認できるもの 引越費用 

３ 
住宅手当支給証明書 

（第８号様式） 
 賃借費用 

 

あ住宅手当支給証明書  

住宅手当支給証明書は、住宅手当を支給していない場合でも、「手当の支給なし」にチェック

をしたものを提出してください。 

 

６．受付期間 

令和７年４月１日（火）～令和８年２月２７日（金） 

※対象となる経費の支払いが令和７年度実施事業期間中に発生する場合は、実績報告書の提出

も２月２７日までに必要です。 

※予算額に達した場合は、受付を終了します。 

※令和８年２月２８日以降に婚姻届を提出する予定の方は、別途ご相談ください。 

 

７．補助金の交付決定 

  交付申請書類を市が受理した後、その内容を審査し、交付を決定した場合は、申請者へ「阿賀野市

結婚新生活支援補助金交付対象者認定通知書」と「阿賀野市結婚新生活支援補助金交付決定通知書」

を郵送します。 



 

5 

 

  住居費等の申請をするにあたり、補助対象期間内に対象経費が発生しない世帯については、交付認

定通知書のみを申請者へ郵送します。 

 

８．補助金の額の確定・支払い 

実績報告書類を市が受理した後、その内容を審査し、補助金の額を確定し、申請者へ「阿賀野市

結婚新生活支援補助金確定通知書」を郵送します。 

※審査期間は、概ね２週間程度いただきます。 

 

９．補助対象期間内に対象経費が発生しない又は年度内に補助上限額に達しない場合 

  住居費等の申請するにあたり、補助対象期間内に対象経費が発生しない又は年度内に対象経費が補

助上限額に達しない場合は、次年度に再度申請することで、補助上限額の残額分を継続して補助しま

す。※その場合も、今年度中に交付申請は行う必要があります。また、次年度の交付を確約す

るものではありません。 

 

１０．交付決定の取り消しおよび変換 

交付決定者が以下のいずれかに該当する場合は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消

し、又は既に交付した補助金の全部又は一部の返還を命ずる場合があります。 

（１）虚偽その他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

（２）補助金の交付決定に付した条件に違反する行為があったとき。 

（３）その他この告示に違反する行為があったとき。 

 

１１．申請受付場所・お問い合わせ 
 

〒959-2092 

新潟県阿賀野市岡山町 10番 15 号 

阿賀野市役所 総務部 企画財政課 企画係 

電話 0250-61-2482（直通） 

FAX  0250-62-0281 

E-mail  kikaku@city.agano.niigata.jp 
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